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保育所待機児童の現状

【保育所入所待機児童 １万８千人 の内訳】

３歳以上児

低年齢児
（0～2歳児）

特定市区町村（74か所） その他の市区町村
（294か所）

※ 特定市区町村の待機児童数は、全待機児童数のうち約７割。
※ 低年齢児の待機児童数は、全待機児童数のうち約７割。

【保育所待機児童数と保育所定員の推移】

○平成19年4月1日現在の待機児童数は1万7,926人（4年連続で減少）

○待機児童が多い地域の固定化

・待機児童50人以上の特定市区町村（74市区町村）で待機児童総数の約70％を占める

○低年齢児（0～2歳）の待機児童数が全体の約70％

４千人
９千人

（待機児童全体の

約５割）

２千人３千人

待機児童数と保育所定員の推移
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○ 平成１９年では、クラブ数は１６，６８５か所、登録児童数は７４万９，４７８人となっており、平成１０年と比較する
と、クラブ数は約７，０００か所、児童数は約４０万人の増となっている。また、クラブを利用できなかった児童数
（待機児童数）は１万４，０２９人、平成１４年の約２．４倍となっており、年々増加傾向にある。

放課後児童クラブの待機児童数等の推移

※各年５月１日現在（育成環境課調）
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子育て支援関係事業の実施状況（現状と目標値）

全市町村
（現在1795市町村）

1063市町村－生後４ヶ月までの全戸訪問事業
（こんにちは赤ちゃん事業）

全市町村
（現在1795市町村）

784市町村96市町村育児支援家庭訪問事業

9，500か所
（一時預かり事業と合わせて）

927か所24か所特定保育事業

870か所511か所
（平成18年度実績）

364か所ショートステイ事業

6,000か所4,409か所2,936か所地域子育て拠点事業

710か所540か所344か所ファミリーサポートセンター

560か所236か所
（平成18年度実績）

134か所トワイライトステイ事業

140か所72か所64か所
（平成17年4月1日現在）

夜間保育事業

1,500か所735か所496か所病児・病後時保育事業

16,200か所9540か所（民間分のみ）
13,086か所

（うち民間分8664箇所）
延長保育事業

2,200か所875か所607か所休日保育事業

9，500か所
（一時預かり事業と合わせて）

17,500か所

215万人

2009年度目標値
（｢子ども・子育て応援プラン｣）

7213か所5,651か所一時保育（一時預かり）事業

16,685か所
（平成19年5月1日現在）

15,184か所
（平成17年5月1日現在）

放課後児童クラブ

211万人
（平成19年4月1日現在）

205万人
（平成17年4月1日現在）

通常保育事業（保育所定員数）

現状
（2007年度交付決定ベース）

2004年度末時点事業名



9

14.8%

34.5%

25.0%

15.8%

29.9%

19.2%

16.1%

18.3%

23.0%

12.9%

21.8%

12.9%

23.8%

30.2%

37.2%

32.8%

21.7%

14.8%

12.4%

16.0%

13.4%

21.2%

16.6%

24.9%

19.8%

15.8%

18.4%

32.7%

37.6%

25.3%

20.0%

28.7%

30.2%

21.1%

35.4%

24.1%

26.2%

30.3%

33.1%

25.8%

32.9%

23.8%

28.4%

18.8%
20.3%

16.7%

19.6%

13.7%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

北
海
道
　

青
森
県
　

岩
手
県
　

宮
城
県
　

秋
田
県
　

山
形
県
　

福
島
県
　

茨
城
県
　

栃
木
県
　

群
馬
県
　

埼
玉
県
　

千
葉
県
　

東
京
都
　

神
奈
川
県
　

新
潟
県
　

富
山
県
　

石
川
県
　

福
井
県
　

山
梨
県
　

長
野
県
　

岐
阜
県
　

静
岡
県
　

愛
知
県
　

三
重
県
　

滋
賀
県
　

京
都
府
　

大
阪
府
　

兵
庫
県
　

奈
良
県
　

和
歌
山
県
　

鳥
取
県
　

島
根
県
　

岡
山
県
　

広
島
県
　

山
口
県
　

徳
島
県
　

香
川
県
　

愛
媛
県
　

高
知
県
　

福
岡
県
　

佐
賀
県
　

長
崎
県
　

熊
本
県

大
分
県
　

宮
崎
県
　

鹿
児
島
県
　

沖
縄
県
　

全
国

※　【保育サービス利用率】＝【保育所利用児童（３歳未満児）】÷【３歳未満人口】
※　「保育所利用児童（３歳未満児）」：福祉行政報告例【厚生労働省（平成18年4月1日現在）】
　　 「３歳未満人口」：平成１７年国勢調査【総務省統計局（平成17年10月1日現在）】

３歳未満児における保育サービス利用率【都道府県別（Ｈ１８年度）】
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小学校１～３年生の児童数に占める放課後児童クラブ登録児童数の割合
（都道府県別）

（注）１．児童数については、平成１９年５月１日現在の人数（文部科学省「学校基本調査」）。
２．放課後児童クラブ登録児童数については、平成１９年５月１日現在の人数（厚生労働省育成環境課調）。
３．割合については、児童数（小学校１～３年生）に対する登録児童数（小学校１～３年生）の割合。
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〃 下位5位の都道府県
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妊婦健診の公費助成の都道府県別実施状況
（平成19年8月現在）
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